スクールリーダー研修開発について -「校長の専門職基準」を手がかりとして- by 波多江 俊介 et al.
  
スクールリーダー研修開発について 
―「校長の専門職基準」を手がかりとして― 
The present situation in the development of the training to school leaders  
波多江 俊介  
 
【要 約】  
この論文では、スクールリーダー研修、とりわけ新任校長研修のプログラム開発につ
いて、コンセプトを提示するものである。その際、開発の手掛かりとして活用したもの
が「校長の専門職基準」である。この基準は全てを校長が身につけておくべきものとい
うわけでは必ずしもなく、この基準をもとに、自己の資質力量について省察的に学習・
発展をしていくことを期して提示されたものである。この基準を用いて、新任校長の抱
える課題などを明らかにしつつ、研修の作成指針を提示していくこととする。  
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1. はじめに 
 
都市部では校長退職者の急増に伴い、学校管理
職候補者の確保が急務となっており、今後は従来
の昇進ルートを辿らずに管理職に抜擢されるケー
ス（教頭や教務主任の未経験者など）や一般行政、
民間出身者の登用なども増えることが予想される。
そのため、新任（新採）校長研修もしくは次代を
担うスクールリーダー対象の任用前研修等におい
て、効果的に学校管理職としてのスキルや資質・
力量を修得してもらう研修トレーニング方法を開
発する必要に迫られているといえる。 
 本稿の目的は、これからの校長職に期待される
役割や備えておくべき資質・能力を形成するため
の新任校長研修の全国的な運営実態を提示すると
ともに、断続的な研修によって新任校長に修得さ
せるプログラムの開発のコンセプトを提示するこ
とにある。 
なお、本稿全体を通じて用いる「新任校長研
修」は、「養成段階を補完するとともに、校長職
能開発の重要な一環として、任用して一年以内の
校長を対象とし、校長に学校経営に関する基礎的
知識や基本的認識を身につけさせ、学校運営を円
滑に進めることをねらいとした、学校経営につい
ての資質·能力の向上を図るための研修」と定義
する。 
校長候補者ないし現職校長を対象に教育委員
会・研修センター等で実施される短期的な研修プ
ログラムを開発する際の枠組みとして、日本教育
経営学会が専門職団体である校長会など関係各者
の幅広い意見を参考にしながら作成した「校長の
専門職基準[2009年版]‐求められる校長像とその
力量‐」
（http://wwwsoc.nii.ac.jp/jasea/teigen/kijun
/2009_kijun.pdf）を活用した（図１）。この専
門職基準を視座としてチェック・アンド・アク
ションを行い、軌道修正などの改善を図りながら、
本事業を推進した。 
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２ 研修の実施と、その成果・課題 
 
(1) 研修の実施 
研修の内容については以下の通りである。 
 
研修内容の概要一覧 
 Ｆ市・Ｋ市[内容] 参照した専
門職基準 
第
１
回 
・ 校 長 と し て の
リーダーシップ 
・学校組織特性、
タスクマネジメ
ント 
①・②・⑥
第
２
回 
・保護者対応マネ
ジメント 
・クレーム対応ス
キル・トレーニ
ング 
・法的対応マニュ
アルの作成 
④・⑥・⑦
第
３
回 
・学校経営に生か
す校長講話 
・教員の人事評価 
・危機管理法制 
①・②・
③・⑥ 
第
４
回
・タイムマネジメ
ントと学校評価
を活用した経営
戦略 
②・④・⑦
研修の講師はいずれも、Ａ大学・Ｍ氏で、筆者
はそこでの映像記録、アンケート集計結果から、
本稿を執筆する。 
第１回は、2009年６月にＦ市教育センター、Ｋ
市立教育センターで実施。対象者はＦ市が新任校
長42名、Ｋ市が新任校長34名である。研修の目的
は校長としてそのポジションにいることの意味に
ついて自己証明させ、タスクマネジメント演習を
通じて教頭職と校長職との違いについて考えるこ
とである。教材として、講義では説明用の資料を
配布し、演習ではワークシートと討議のためのタ
スクカードを配布した。 
第２回は、2009年８月にＦ市教育センター、Ｋ
市立教育センターで実施。対象者はＦ市が新任校
長42名、Ｋ市が新任校長34名である。研修の目的
は、学校現場の喫緊の課題の一つである保護者ク
レーム対応と、保護者の経営参画の折り合いをど
のように考えるべきかを示すことである。教材と
して、講義では説明用の資料を配布し、演習では
ワークシートを使用した。 
第３回は、2009年９月にＦ市教育センター、Ｋ
市立教育センターで実施。対象者はＦ市が新任校
長44名、Ｋ市が新任校長34名である。研修の目的
は、校長講話を通し学校経営に関するビジョンの
共有の重要性、またそのビジョン形成に効果的な
校長講話のあり方を身につけることにある。さら
に、危機管理法制についての事前課題を受講者が
共有することを通して、これらに関する事項の確
認を行うことと、人事評価にまつわる諸課題（評
価基準、評価者能力等）についての考察を行うこ
とを目的としている。教材として、講義ではパ
ワーポイントを用い、受講者にはパワーポイント
をプリントアウトしたものを資料として配布して
いる。演習は受講者４名で１グループを構成し、
ディスカッション等を行っている。 
第４回では、2009年11月にＦ市教育センター、
2010年２月にＫ市立教育センターで実施。対象者
はＦ市が新任校長39名、Ｋ市が新任校長34名であ
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る。研修目的は、人事評価、学校評価、タイムマ
ネジメントに関する研修を通して自身や自校の現
状を把握し、校長２年目となる次年度の改善点を
見出すことにある。教材として、講義では説明用
の資料を配布し、演習ではワークシートを使用し
た。また、事前課題として提示していた「１週間
の行動記録」結果をレーダーチャート化した資料
も配布した。 
 
(2) 研修の成果・課題 
まずＦ市・Ｋ市での研修に関して、いずれもま
ずは必ず「プレゼンス」を問うことから始めてい
る。「危機管理」や「(人事)評価」等、指針を必
要とするトピックは様々に存在するが、どれも根
底には「マネジメント」を据えている。したがっ
て、「校長」は教頭までのキャリアの中で培って
きたものに加え、学校を「マネジメント」する力
量が求められているといえよう。ゆえに、研修の
冒頭で、「このたび、私が『校長』として登用さ
れた理由について」や「私が『現任校』に配置さ
れた理由について」を改めて自身に問いかける事
は非常に重要となる。その点に関しては、受講者
の評価も高く、受講者に意識の転換をもたらした
といえる。校長は教頭時代の延長ではなく、「校
長」として求められることがあるのだという点に
ついての自覚を促されることは、受講者にとって
も新鮮な思いだったようである(Ｆ市新任校長研
修 [ 第１回 ])。 
 そうであるとはいえ、やはり教頭時代、ないし
は教員時代の延長という意識のままに、その枠か
らなかなか抜け出せずに苦慮している様も窺えた。
そのことは、次のようなアンケートの自由記述結
果からも明らかである。自身のプレゼンスに関し
て取り扱った回で見受けられ、「『教師魂』が成
仏しません」(Ｋ市新任校長研修 [ 第１回 ])と
いった意見からもそれがわかる。 
 無論、「校長とは、教職員一人ひとりの能力を
高め、組織として高める学級担任のような存在」
と捉える事は必ずしも認識転換を迫られるべきも
のではない。なぜなら本人の信条の問題であり、
他者から強要されるものではない。自己が思い描
く「なりたい校長像」になればいいのである。 
それでは問題は何かと問われれば、「教員時代
の意識を持っているとしながらも、実際に教員理
解をしているか」という点である。本研修では、
「マネジメント」を中心に扱っている。「校長は
何を管理するか」という問いに関しては、一貫し
て「教職員のやる気」という回答を提示している。
これは裏返せば、そこに確たるビジョンを校長が
描けていないことを示している。つまりは「教職
員のやる気」にまでマネジメントが及んでいない
可能性を示唆する。 
実際の研修では次のような課題が、受講者アン
ケートの自由記述から明らかになった。「ビジョ
ンとミッションの違いについて明確に整理するこ
とができた」・「マネジメントの意味がよく分
かった。ビジョンとミッションの設定の仕方がで
きてないし、絞込みができていないのがわかった。
教頭どころか本人ができていないので、研修をも
とに整理します」(Ｆ市新任校長研修 [ 第１
回 ])。これらの記述からは「ビジョン」と
「ミッション」が混同されている(た)ことがわか
る。眼前の「ミッション」をこなすことにとらわ
れて、「ビジョン」が描けずにいる場合や、「ビ
ジョン」を描くものの、理念の提示に留まり、具
体化する上での方途を示すことができていない場
合が考えられよう。そのような状態では、教職員
を牽引していくだけの指針とはなりえず、ビジョ
ンの実現を困難にしよう。 
では、なぜそこに困難を伴うのであろうか。そ
の理由について研修のアンケート結果や受講者の
様子から推察してみよう。「校長とはどのような
存在であるか」と問いかけ、新任校長自身が「校
長」という職位をどのように捉えているかについ
て、「メタファー」を表現してもらった。そこで
は、「難しい航海に臨む船長」・「太陽」・「監
督」・「社長」といった表現が多く見受けられる。
ここからわかることは、組織の「長」たる意識が
あるということである。学校組織の「長」たる校
長として、教職員に指針を示さなければならない
という自覚の現れともとれよう。しかし、これが
一方では新任校長の思考を束縛しているようにも
考えられる。校長としての自覚を持たなければな
らないという意識が強いためにそこに縛られ、次
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のようなメタファーに現れるような窮屈さを感じ
ているのではないか。それは「自由の女神：羨
望の眼差しで見られるが、なってみると、こん
なポーズをとるものだとみんなから勝手に思い
こまれ、自由がきかず、孤独であるから」とい
うものである。実際このように「校長」という自
覚の強さの裏返しとして、「孤独」や「不安」を
感じる新任校長も少なくないようである。それは
普段、校長が対等な立場で相談できる相手が身近
にいないためである。このことは「演習があり、
他の校長との交流ができて大変よかったと思いま
す」(Ｋ[第１回])・「演習は良かったが、他の校
長がどのように感じているのか校長の感想などを
聞きたかった」(Ｋ[第２回])・「他の校長の講話
も参考になりました」(Ｆ市[第３回])・「他の校
長のあいさつが分かって、今後の資料になる」
(Ｆ市[第３回])・「互いに校長講話を実際に聴き
あい、自分の内容について見直すことができて大
変良かった」(Ｆ市[第３回])・「他校の先生の事
例は参考になった」(Ｋ[第３回])といった感想・
要望が受講者の中に見受けられたことからもわか
る。組織の「長」とはいえ、やはり新任校長自身
が「指針」を求めているのではなかろうか。 
 
３ 新任校長研修のプログラム作成の指針
－「校長の専門職基準」を手がかりとして
－ 
新任校長がその自覚と責任感ゆえに、新任校長
が「校長」という職位に縛られている事を示した。
なぜ新任校長は、このような事態に直面するのか。
理由は２点考えられる。 
１点目は、研修と並行して行われた県内調査に
よれば、校長は新任校長の時点で、「ビジョンの
形成」にもっとも不安を感じていた。新任校長の
段階では「校長の専門職基準」でいうところの
「①学校の共有ビジョンの形成と具現化」で戸惑
いを感じてしまうのである。 
２点目。熊谷(2009)は、次のように捉えている。
「教師の場合、一般教諭からスクールリーダーへ
のトランジションに伴う矛盾や葛藤は、これまで
形成してきた自らの教師像の再定義を迫るような
危機」であるためと。これは中堅教員を指してい
るが、新任校長に当てはまることである。ゆえに
新任校長に対して、新任校長研修において「再定
義」に一定の指針を示すような、「校長の専門職
基準」に引きつけた研修を行う事は重要であると
いえよう。それをスタンダードとしつつも、そこ
から自身の理想の校長像に必要な力量を形成して
いけばいいのである。 
新任校長が求めているのは「確証」や「実感」
なのである。それだけに、他校の校長とのネット
ワークを構築する機会となりうる新任校長研修は
重要である。その研修を通して知ることができる、
他校の校長の捉え方・考え方が、暗中模索の日々
の中での「指針」となる。広義のスクールリー
ダーの研修のコンセプトについては、スクール
リーダーが「ダブルループ学習を研修の中だけで
行うのではなく、日常の実践の中でダブルループ
学習を行う力を身につけること」が既に志向され
ている(曽余田、2007)。しかし、熊谷は、「ス
クールリーダーは、『個としての発達』と『かか
わりの中での発達』を統合してこそ、彼らは個人
として発達・熟達するし、ひいては学校という組
織の発展にも寄与する」と指摘している。「かか
わりの中での発達」と考えた場合、先の「ダブル
ループ」は個人の内省に留まっており、そして現
実は校長は各校に一人である。ゆえに、個人での
内省に加え、「かかわりの中での発達」を新任校
長研修では重視すべきである。 
研修の効果として、校長同士のネットワークの
形成があるとはいえ、研修が校長同士の苦労話を
分かち合う「場」になってはならない。そこでは、
どのような情報から判断をしているのかという思
考プロセスを受講者間で共有することが重要なの
である。 
以下では、新任校長において、研修を通じて、
どのように思考プロセスを受講者間で共有して
いったのかについてのモデルを提示する。アン
ケートの自由記述からもわかるように、新任校長
が他校の校長の取り組みにふれる機会は決して多
いとはいえない状況にある。まして、他校の校長
が具体的場面でどのような判断を下すかを知るこ
とができる機会はほとんどないであろう。校長は
「孤高」な存在であるがために、自己の価値観の
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変容にまで至る機会に教職員時代ほどふれる機会
がないといえる。数少ない研修においてインパク
トを受け、思考様式を変容させ、マネジメントの
在り方についてより広範な視点を持って取り組む
ことを期待するためである。 
新任校長研修では、研修での演習(グループ
ワーク等)を通じて、他校の校長の判断 (思考・
決断)にふれることを可能にしている。このこと
が重要であるのは、同じ立場の人間の「決断(価
値観の伴った行動)」にふれる機会があるからで
ある。それは、「例えば校長講話では…」、「例
えばこういった危機が発生した場合には…」とい
うような具体的場面を想定しやすいことに利点が
ある。そういった他校の校長の「決断」にふれる
ことで、新任校長自身にどのような変化が起こる
のかシミュレートしたのが図２である。 
図２では、Ａ校長を中心に考えている。Ａ校長
はＢ校長との研修での相互交流を通じて、「校長
は黒子のような存在にもなりうる」、「危機発生
時は学校全体で対応する場合もある」という他校
の校長の思考や判断にふれる。相互交流の内容に
よっては、その判断はＡ校長が全く想定していな
かったようなものとして獲得するかもしれない。
様々な校長の意見を知ることで、新たな価値軸を
獲得し、自らのマネジメントの力量幅を増やすこ
とを可能とする。上記図は簡略化した個人モデル
であり、校長間での相互交流がそれを可能にして
いる。 
図２ 
 
 
では、この価値観の変容過程と、本研修との関
係はどのように捉えられるのであろうか。本研修
では「校長の専門職基準」に基づいて、「考え
る」・「見つめ直す」契機を提供している。講
義・演習のどちらも具体的な学校現場での場面を
想定しており、受講者の積極性を引き出すことを
可能とした。そこでの新任校長の価値観の変容は
受講者アンケートからも窺える。よって、これら
の過程と、研修との関係を描けば、次のようなモ
デル(図３)を提示できよう。 
図３ 
 
上記の図は、新任校長Ａの価値観が講義や演習
でのグループワークを通じて重層化されていく過
程を4段階で示したものである。研修前の段階(段
階１)では、それまでに有していた「危機管理は
トップダウン型」という価値観に基づいて判断を
している様子がわかる。その考えのまま研修を受
講するわけだが、そこでは必ずしも校長のトップ
ダウン型だけが危機対応ではない事が説明される。
なぜなら「危機管理」については、「リスクマネ
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ジメント」と「クライシスマネジメント」に区分
されるからである。例えば「児童生徒間のいじめ
への対処」は対応の失敗は学校に大ダメージを与
える。いじめのターゲットになった子どもの保護
は緊急度も重要度も高い危機である。そこでは教
職員間での事実共有や組織的対処方針の提示を行
う上で、校長のリーダーシップ発揮が望まれる。
しかし、いじめの根絶となれば、長期スパンで根
気強く対処する必要がある。そこでは教職員それ
ぞれがいじめの早期発見・早期対応をすることを
望まれる。ゆえに研修で、「教職員の危機に対す
る感度を上げること」と「教職員全体、場合に
よっては教員自らで判断し対応」という新たな価
値観(判断基準)を講義やグループワークにおいて
知ることが、Ａ校長の価値観に大きなインパクト
を与えるであろう(段階２・３)。 
Ａ校長は、ここで新たにふれた価値観をそのま
まにトレースするわけではない。ここに職位に縛
られる新任校長の見落としがあるように思う。そ
れは理想像や校長としての在り方に左右されすぎ
るという点である。自己が望む校長像を目指せば
いいのだが、実際は職位に縛られ、マネジメント
以前に、自己が描く理想の校長像さえも見えなく
なってしまうのである。時代が教員に個性が求め
るのと同様に、新任校長であっても、自己の特性
と向き合い、そこから理想の校長像を構築してい
けばいいのである。したがって自己の特性に応じ
たマネジメントをするためには、他者の価値観を
柔軟に自己の価値観に組み込むことが求められよ
う。図４で提示した段階４ではそれを描いている。
すなわち、「トップダウン型」を元々志向してい
たＡ校長は、「教職員の危機に対する感度を上げ
ること」と「教職員全体、場合によっては教員自
らで判断し対応」といった各教員の柔軟な対応の
重要性について知る。そこでは、トップダウン型
でさえ対応が間に合わないケースの存在を知る。
各教員の柔軟な対応を可能にするためには、普段
から校長がビジョンを提示し、教職員とそれを共
有しておくことを思い至る。それを可能にすれば、
トップダウン型の指示系統では対応できないケー
ス(教員各個の判断が求められるケース)であって
も、対処を可能にするのではないだろうか。この
図で提示するのは、Ａ校長が新たな価値観をくみ
取り、自己の新たな価値観へと止揚させる様を描
いたモデルである。 
以上をまとめると、次のように言える。スクー
ルリーダーは、「個としての発達」と「かかわり
の中での発達」をうまく統合し、個人の発達・熟
達の契機としなければならない。ゆえに新任校長
研修は、新任校長間のネットワーク形成や思考を
共有できる重要な機会の一つである。また新任校
長は、個人のトランジションのみでなく、校内に
おいて孤高の存在である。ゆえに研修自体が、校
長に求められる資質・力量(校長の専門職基準)を
もとに構成されることで、新任校長にとっての指
針を提示するものとなる。 
研修そのものは総じて評価は高かったといえよ
う。研修後のアンケートにおいても、配布教材や
問題提起に対して、「マネジメントの意味がよく
分かった。ビジョンとミッションの設定の仕方が
できてないし、絞込みができていないのがわかっ
た。教頭どころか本人ができていないので、研修
をもとに整理します」(福岡市[第１回])や、「ビ
ジョン、ミッション、パッションに分けて、自分
の学校経営を分けてみると、自分の進むべき方向
があいまいであったことが分かった。作業をし、
自身で見直すことによって、これからやらなけれ
ばいけないことがはっきりしてきた。改めて教頭
以下職員に自分の学校ビジョンを伝えようと思っ
た」(北九州[第１回])といった意欲的な意見が見
られた。しかし、はたして持ち帰って活用できて
いるのか、具現化できているかといった点は、各
人次第である。 
先述したとおり、本研修は全体を通じて「考え
る」・「見つめ直す」というきっかけを提示して
いるにすぎない。講義・演習のどちらも具体的な
学校現場での場面を想定しており、新任校長に
とっての新たな価値軸を提供することには成功し
ている。また研修の中身では、アイスブレーキン
グにおいて、これまでお互いに顔は知っていても、
話しかける機会のなかった他校の校長に接触する
最初の一歩を可能としている。またロールプレイ
では、立場を変えてみる事でこれまでと違って視
点から役割を演じる事ができ、他校の校長の対応
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のコツを学ぶことを可能にし、それが研修そのも
のの効果の実感につながっているようである。た
だし、研修の回を重ねるごとに受講者間に和やか
な雰囲気が生まれ、危機管理のロールプレイ時に
談笑さえ聞こえることもあった。研修の前半に張
りつめた内容の演習を行うことや、危機感を持っ
て取り組むことを研修者側から指示することと
いったように、プログラム自体の順序には改善の
余地があるといえよう。本研修をまとめると次の
ようになる(図１－４－５)。 
 
亀井敏郎(2005)、73頁を参照し、筆者作成。 
 
従来の研修は第３象限で、どこの学校でも通用
するような力量を形成するための研修に主眼が置
かれていた。本研修は、新たな試みとして、図の
第２象限に結びつける事を重視した。各学校の状
況に応じたマネジメントのやり方を校長・教職員
で話し合い判断し、ビジョンに近づけるようにし
ていくことが重要である。本研修ではその手掛か
りを提示したことになる。縦軸は、研修で培う能
力を「一般的・汎用的な能力(例えば事務作業能
力)」～「学校内で成果を生み出す能力」ととっ
ている。横軸は「特定スキル(学校で行われてい
るOJT等)」～「思考系(思考方法・理論等)」で
とっている。従来の研修では、第2象限をカバー
できていなかった。汎用性を重んじるがゆえにそ
こで身につけた思考方法やスキルが学校内部で活
用されず、お勉強型の研修になるケースが多い。
一般論としての学習(経営学の一般理論等)が、自
校の職場という現実の場面で活用されない。その
ため学習の成果を自校あるいは自分の仕事とどの
ように結びつけ、活用すればいいかがわからなく
なってしまっている。第2象限の空白は、「思考
系」すなわち中長期レベルでの自校内において成
果を生み出すことが期待されている領域でのメ
ニューがきわめて貧弱であると指摘できる。これ
では教師が己のアイデアや思いを学校組織に投げ
かけ、相互作用を通じて組織目標・ビジョンと軌
を一にしていくことができるとはいえない。よっ
て、教師が研修で学んだことを自校に持ち帰り、
生かしていくためには、今後自校内でのアクショ
ンラーニングや組織ビジョンの共有等が適宜取り
入れられていくことで、学校組織が共有の機会を
積極的に提供していくことが必要となってくる。 
 
４．おわりに － 今後の課題 ― 
 
本稿で事例として取り上げた研修においては、
「校長の専門職基準」を手がかりとしているが、
とりわけその中でも「⑤家庭・地域社会との協
働・連帯」について、十分に研修内に盛り込むこ
とはできなかった。また、「校長の専門職基
準」には７つのスタンダードが提示されているわ
けであるが、いずれも下位項目を設定する等して、
その具体的な側面を明らかにしていくことが求め
られよう。より有用な基準として参照・活用され
るよう、７つの項目自体の見直しも含めて、
「校長の専門職基準」は今後も継続的な検討が
求められており、それに基づいた形での研修が一
スクールリーダー研修開発について ―「校長の専門職基準」を手がかりとして ―　（波多江俊介）
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層重要性を帯びると考えられる。 
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